
- 1 - 

第1章 調査の概要 

第1節 調査の目的 

 本調査は、平成16年度における県内の産業廃棄物の発生及び処理状況の実態を調査し、現状把握と将

来予測を行い、廃棄物の適正処理の確保を図るための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

第2節 調査に関する基本的事項 

1 ． 調査対象期間 

 平成16年4月1日から平成17年3月31日までの1年間 

    

2 ． 調査対象廃棄物 

 調査対象廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」）及び同法施行

令に定める産業廃棄物とし、以下に示す。 

  なお、汚泥、廃油、廃プラスチック類、がれき類については、（   ）内に示す細区分で調査した。 

表1-2-1 調査対象廃棄物 

 調査対象廃棄物   （  ）内は細区分 

産 
業 

廃 

棄 

物 

・燃え殻 

・汚泥 （有機性汚泥、無機性汚泥） 

・廃油 （一般廃油、廃溶剤、固形油、油でい、油付着物質） 

・廃酸  

・廃アルカリ  

・廃プラスチック類 （廃プラスチック、廃タイヤ） 

・紙くず 

・木くず 

・繊維くず 

・動植物性残さ（動物性残さ、植物性残さ） 

・ゴムくず 

・金属くず     

・ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず [以下「ガラスくず等」と略す] 

・鉱さい 

・がれき類 （コンクリート片、廃アスファルト、その他） 

・ばいじん 

・家畜ふん尿、家畜の死体、動物系固形不要物 

・その他の産業廃棄物 

特
別
管
理 

産
業
廃
棄
物 

・廃油（揮発性油、灯油類、軽油類） 

・廃酸（pHが2.0以下のもの） 

・廃アルカリ（pHが12.5以上のもの） 

・感染性廃棄物 

・特定有害産業廃棄物（廃石綿、廃石綿以外） 
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 また、有償物、廃棄物等については下記に示す取り扱いを行った。 

 

 (1) 法令上廃棄物とならないものも、今後の社会状況の変化によっては産業廃棄物となる可能性があ

るため、今回の調査対象に含めた。 

 (2) 紙くず、木くず、繊維くず及び動植物性残さについては、廃棄物処理法施行令での指定業種の事

業所から発生したもののみを調査の対象とした（廃棄物処理法施行令 第2条による）。産業廃棄物

と指定業種の関係を表1-2-2に示す。 

 

表1-2-2 産業廃棄物と指定業種の関係 

産業廃棄物 指 定 業 種 

紙くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、パルプ、紙又は紙加工品の製造業、新聞業（新聞巻取紙を使用し

て印刷発行を行うものに限る。）、出版業（印刷出版を行うものに限る。）、

製本業及び印刷物加工業に係るもの並びにPCBが塗布され、又は染み込んだ

ものに限る。 

木くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、木材又は木製品の製造業(家具の製造業を含む。）、パルプ製造業

及び輸入木材の卸売業に係るもの並びにPCBが染み込んだものに限る。 

繊維くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、繊維工業(衣服その他の繊維製品製造業を除く）に係るもの及びPCB

が染み込んだものに限る。 

動植物性残さ 
食料品製造業、医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した

動物又は植物に係る固形状の不要物 

 

 (3) 酸性又はアルカリ性を呈する排水であって、これを公共水域へ放流することを目的として事業所

で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥を発生量とした。 

(4)自社で廃棄物を焼却処理した後に発生した燃え殻は、焼却処理前の廃棄物量を発生量とした。 

(5) 含油排水であって、これを自社で油水分離しているものについては、油水分離後に生じた廃油（浮

上物）と汚泥（沈でん物）とに分けて、各々を発生量とした。 

 (6)混合廃棄物等の表1-2-1調査対象廃棄物の区分が困難なものについては、その他の産業廃棄物とし

て集計した。 
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3 ． 調査対象業種 

 調査対象業種は、日本標準産業分類（「平成14年3月改訂」総務省）に記載された分類を基本に、産

業廃棄物の排出量等を勘案し、表1-2-3に示す業種とした。 

 なお、本報告書では、業種名称を表1-2-3に示す略称で記述する。 
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表1-2-3 調査対象業種 

日 本 標 準 産 業 分 類 略       称 

農業 農業 

鉱業 鉱業 

建設業           建設業 

製造業 
  食料品製造業 
  飲料・たばこ・飼料製造業 

  繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） 
  衣服・その他の繊維製品製造業 
  木材・木製品製造業（家具を除く） 

  家具・装備品製造業 
  パルプ・紙・紙加工品製造業 
  印刷・同関連産業 

  化学工業 
  石油製品・石炭製品製造業 
  プラスチック製品製造業 

  ゴム製品製造業 
  なめし革・同製品・毛皮製造業 
  窯業・土石製品製造業 

  鉄鋼業 
  非鉄金属製造業 
  金属製品製造業 

  一般機械器具製造業 
  電気機械器具製造業 
  情報通信機械器具製造業  

  電子部品・デバイス製造業 
  輸送用機械器具製造業 
  精密機械器具製造業 

  その他の製造業 

製造業 
  食料品 
  飲料・飼料 

  繊維 
  衣服 
  木材 

  家具 
  パルプ・紙 
  印刷 

  化学 
  石油・石炭 
  プラスチック 

  ゴム 
  皮革 
  窯業・土石 

  鉄鋼 
  非鉄金属 
  金属 

  一般機器  
  電気機器 

情報機器 

電子部品 
  輸送機器 
  精密機器 

  その他    

電気・ガス・熱供給・水道業 
  電気業         
  ガス業 

上水道業   
下水道業 

電気・水道業 
  電気業        
  ガス業        

  上水道業      
  下水道業      

運輸業 

  鉄道業 
  道路旅客運送業 

道路貨物運送業 

運輸業 

 
 

卸売・小売業 

  各種商品卸売業 
各種商品小売業 
自動車小売業 

燃料小売業 

卸・小売業 

  卸売業 
  小売業 
 

 

サービス業 
  写真業 
  洗濯業 

自動車整備業 
廃棄物処理業（産業廃棄物のみ）  

サービス業       
  写真業 

洗濯業 

自動車整備業 
廃棄物処理業 

医療・福祉 
医療業 

医療業 
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4 ． 調査対象地域 

 調査対象地域は、三重県全域とした。 

 なお、本調査においては、三重県内を次の9地域に区分して調査した。 

 

表1-2-4 地域区分表 

地域 構成市町村名 

 桑名・員弁地域 桑名市、いなべ市、東員町、木曽岬町 

 四日市地域 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

 鈴鹿・亀山地域 鈴鹿市、亀山市 

 津・久居地域 
津市、久居市、河芸町、芸濃町、美里村、安濃町、香良洲町、

一志町、白山町、美杉村 

 松阪・紀勢地域 松阪市、多気町、明和町、勢和村、大台町、宮川村 

 伊勢志摩地域 
伊勢市、鳥羽市、玉城町、二見町、小俣町、南勢町、南島町、

御薗村、度会町、志摩市、大紀町 

 伊賀地域 伊賀市、名張市 

 尾鷲地域 尾鷲市、紀伊長島町、海山町 

 熊野地域  熊野市、御浜町、紀宝町、紀和町、鵜殿村  

注）市町村名は平成17年3月31日現在のものである。 
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図1-2-1 三重県地域区分図 
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表1-2-5 「発生量及び処理状況の流れ図」に係る用語の定義 

 項       目 定            義 

（Ａ）発生量  事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

（Ｂ）有償物量 
（Ａ）の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却

した量（他者に有償売却できるものを自己利用した場合を含む） 

（Ｃ）排出量 （Ａ）の発生量のうち、（Ｂ）の有償物量を除いた量 

（Ｄ）自己中間処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

（Ｅ）自己中間処理後量 （Ｄ）で中間処理された後の廃棄物量 

 （Ｅ1）自己中間処理後再生利用量 
（Ｅ）の自己中間処理後量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却

した量 

（Ｆ）自己減量化量 （Ｄ）の自己中間処理量から（Ｅ）の自己中間処理後量を差し引いた量 

（Ｇ）自己未処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

（Ｇ1）自己未処理自己再生利用量 
（Ｇ）の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利

用した量 

（Ｇ2）自己最終処分量 （Ｉ）の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量 

（Ｇ3）委託中間処理量 （Ｌ）の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量 

（Ｇ4）委託直接最終処分量 
（Ｏ）の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分

された量 

 

（Ｇ5）その他量 （Ｊ）のその他の量のうち、自己未処理でその他となった量 

（Ｈ）搬出量 
（Ｉ）の自己最終処分量、（Ｊ）のその他の量、（Ｋ）の委託処理量

の合計 

（Ｉ）自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

（Ｊ）その他量 保管されている量、又はそれ以外の量 

（Ｋ）委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

（Ｌ）委託中間処理量 （Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

（Ｍ）委託中間処理後量 （Ｌ）で中間処理された後の廃棄物量 

（Ｍ1）委託中間処理後再生利用量 
（Ｍ）の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者

に有償で売却した量  

（Ｍ2）委託中間処理後最終処分量 （Ｍ）の委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

（Ｎ）委託減量化量 
（Ｌ）の委託中間処理量から、（Ｍ）の委託中間処理後量を差し引いた

量 

（Ｏ）委託直接最終処分量 
（Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最

終処分された量 

（Ｐ）委託最終処分量  処理業者等で最終処分された量 

（Ｑ）最終処分量  排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

（Ｒ）再生利用量  排出事業者、又は処理業者等で再生利用された量 

（Ｓ）資源化量 （Ｂ）の有償物量と（Ｒ）の再生利用量の合計 

（Ｔ）減量化量  排出事業者、又は処理業者等の中間処理により減量された量 



- 9 - 

第3節 調査の方法 

1 ． 調査方法の概要 

 調査は、郵便調査、及び県保有の既存資料調査により実施した。回答を得た産業廃棄物の発生及び処

理状況に関する内容と各事業所の規模を示す「製造品出荷額等」等の活動量指標を基に、県内の産業廃

棄物の総発生量等を推計した。 

 本調査においては、排出業種の特性等を勘案し、各業種毎に次に示す調査方法を基本とした。 

 

表1-3-1 調査方法 

調査方法 

アンケート調査  

 

業  種 

全数調査注1） 標本調査注2) 
資料調査注3） 

 

備     考 

農業   ○  

鉱業 ○    

建設業  ○   

製造業  ○   

電気・水道業 ○ 
  大規模火力発電所、ガス製造所、上・下

水処理場の全施設に対して調査を実施。 

運輸・通信業  ○   

卸・小売業  ○   

サービス業  ○   

医療業（病院） ○    

 

注1）全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するために特定の業種及び事業所等の全数に対し、その

発生量及び処理状況の実績量を把握する方法 

注2）標本調査とは、調査対象業種に分類される事業所から一部の調査事業所を抽出し、この抽出された排出事業者からの回答や事業所

への聞き取りに基づいて産業廃棄物の実態を把握する方法 

注3）資料調査とは、関係部局又は関連機関等が調査した発生量及び処理状況の資料を引用し、実態を把握する方法 
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2 ． 標本調査 

 調査は、アンケート調査（郵送）により行った。 

 産業廃棄物の発生及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の発生量に関連する活動量指標（建設業に

おける「元請完成工事高」、製造業における「製造品出荷額等」等）を基に、県内の産業廃棄物の総発

生量等を推計した。 

 

 (1) 調査対象事業所の抽出方法 

 抽出の方法は、「平成13年 事業所・企業統計調査報告」（以下「事業所統計調査」）を基に、業

種別・従業者規模別等に事業所を層別し、これらの各層ごとに実施した。  

 

表1-3-2 調査対象事業所の抽出方法 

業  種 抽  出  方  法  等 

鉱業 事業所統計調査に登録された事業所を全数抽出 

建設業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出 

・資本金 3千万円以上      ：全数抽出 

・資本金 5百万円以上3千万円未満：無作為抽出 

 注）県外に本社を有する事業所については、別途既存名簿等により抽出。 

製造業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                    

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

 注）無作為抽出する抽出率は、業種中分類により異なる。 

運輸業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                     

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

卸・小売業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                     

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

サービス業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                       

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

医療業 事業所統計調査に登録された事業所を全数抽出 

  
注）従業者数30人以上の事業所については、一般的に産業廃棄物を多量に排出する可能性が高く、また、本アンケート調査を通して 

産業廃棄物の排出、処理に関する認識を深めていただくこと等を考慮し、その全数を調査対象とした。 
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 (2) アンケート調査項目 

 調査の項目は、以下の3項目とした。 

 1) 事業所の属性：事業所名、業種名、産業廃棄物発生の有無、活動量指標等 

2) 産業廃棄物の発生量等：産業廃棄物の発生から処理に至る量及び方式等 

3) 産業廃棄物に関する意識等：産業廃棄物処理に関する意識や活動実態等 

  （調査票の項目及び形式の詳細は、巻末参考資料を参照） 

 

 (3) 排出原単位の算出と調査対象全体の排出量の推計 

1) 排出原単位の算出 

 排出原単位は、アンケート調査等によって得られた標本の業種別の産業廃棄物量と業種別の集計

活動量指標から、表1-3-3に示すＡ式により単位活動量当たりの産業廃棄物排出量（排出原単位）を

算出した。  

 

2) 調査対象全体の排出量の推計 

 1)で算出された排出原単位と、業種別の調査対象全体（母集団）における調査当該年度の活動量

指標を用いて、表1-3-3に示すＢ式によって調査対象全体の産業廃棄物の排出量を推計した。 

 

表1-3-3 排出原単位と排出量の推計の概念 

① 排出原単位の算出 

 Ａ式  α＝Ｗ／Ｏ    α ：産業廃棄物の排出原単位 

                          Ｗ ：標本に基づく集計産業廃棄物排出量 

                          Ｏ ：標本に基づく集計活動量指標 

② 調査対象全体の排出量の推計 

  Ｂ式  Ｗ’＝α×Ｏ’  Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物排出量 

                    Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

 
 

(3) 活動量指標 

 標本調査対象業種にて、母集団（県全体）の推計に用いた活動量指標は、次のとおりである。 

表1-3-4 業種別の活動量指標 

産業分類 活動量指標等 出    典 

鉱業 

建設業 

製造業 

運輸・通信業 

卸・小売業 

サービス業 

医療業 

従業者数 

元請完成工事高 

製造品出荷額等 

従業者数 

従業者数 

従業者数 

病床数 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成15年度 建設工事施工統計調査報告 （国土交通省） 

三重の工業 （平成16年 三重県）  

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成15年度 医療施設調査 
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第4節 調査結果の利用上の留意事項 

1 ． 産業廃棄物の種類の区分 （中間処理に伴う種類区分の変更） 

 本報告書では、産業廃棄物の種類を2段階で設定している。 

 

第1段階 発生時点の種類 

第2段階 排出事業者の中間処理により、変化した処理後の種類 

  例 木くず → （焼却） → ［燃え殻］ 

  

種類の変換は、アンケート調査で回答された中間処理方法と廃棄物の組み合わせによって電算処理で

行った。 

 なお、本報告書では、図表中の表現により種類を変換しない集計を用いたものがあるため、この場合

においては、「種類：無変換」と表示している。 

 

 

2 ． 建設業の地域区分 

 建設業の推計を行うために、活動量指標として元請完成工事高を用いたが、建設業の事業特性上、こ

の母集団の活動量指標は県全体値のみが入手可能であり、地域別の値は公表されていない。そのため、

建設業の場合、原単位法に基づく推計は県全体についてのみ可能である。 

 したがって、本報告書では、産業廃棄物発生量等について、建設業の全体量を地域別の人口で按分す

ることにより、各地域の量を算出した。 

 

 

3 ． 単位と数値に関する処理 

 (1) 単位に関する表記方法 

 本報告書の調査結果表では、すべて平成16年度1年間の量であることを示すため、図表の単位は「千

ｔ/年」で表示しているが、文章中では原則として「千ｔ」で記述している。                           

 (2) 数値の処理                                        

 本報告書に記載されている重量（千ｔ表示）及び構成比（％）等の数値は、四捨五入しているため

に、総数と個々の合計とは一致しない場合がある。 

 (3) 表中の空欄は該当値のないもの、「0」表示は500ｔ/年未満であることを示している。 

  

4 ． 農業、鉱業の取り扱い 

 農業、鉱業から排出される産業廃棄物の処理・処分状況は他業種と異なり、農業からの家畜ふん尿は

農地還元に、鉱業からの砂利洗浄汚泥は砂利採取跡地への埋め戻しをする等、産業廃棄物の中間処理あ

るいは最終処分といった処理体系に区分することが困難であるため、第2章から第3章までの内容から除

いている。 
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第5節 標本抽出・回収結果 

 三重県内に所在する総事業所数50,874件（平成13年度事業所・企業統計調査（公営企業を除く））の

総母集団から、産業廃棄物が比較的多量に発生する業種を選定し、アンケート調査により各母集団から

発生する産業廃棄物の推計を実施した。 

 

 今回のアンケート調査の対象となる総母集団事業所数は50,874件である。 

 このうち、業種特性、規模別特性等を考慮し設定した業種別、従業者規模別の抽出率を基に､5,881件

を抽出（抽出率11.6%）し、アンケート調査を実施した。 

 

 回収された調査票は､2,254件（回収率38.3%）であり、このうち廃業及び休業等、また、活動量指標

の記載がないため無効となった調査票を除いた有効調査票は1,794件（有効回答率30.5%）である。 

 

 抽出及び回収結果は、表1-5-1のとおりである。  






